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１． はじめに 

 現状の土木工事におけるのり面緑化工（植生工）の成績判定は，

「のり面から 10m 離れると，のり面全体が緑に見え，植被率（単位

面積当たりの植物で覆われている割合）が 70～80％以上である」1）

等の数値基準があるものの（表－１），定量的な植被率の算出方法は

定められていない．目視で判定した植被率は，定性的で個人差を多く

含むため，評価・成績判定の結果や発注者・施工者の認識にズレが生

じる可能性がある．特に，植生高や優占種によって，目視判定では個

人差の少ない植被率を算出することは困難である． 

また，現行手法では局所の抜き取り箇所での方形区調査による植被率の計測，もしくは株数・本数の計数が行わ

れているが，検査の基準や方法が統一されておらず，工事によって検査方法が異なっている 2),3)．このような現行手

法では，広範囲の調査での多大な労力，植被率の確認や検査箇所の限定から，定量的かつ面的な評価が困難である

ため，品質の確保に課題がある．さらに，検査時に高所の移動に伴う転倒・転落等の災害リスクの高さが問題点と

して挙げられる．  

こうした課題解決の一助として，のり面緑化工の品質管理の高度化を図るために，無人航空機（Unmanned Aerial 

Vehicle; UAV）を活用したのり面緑化工の成績判定の基準となる植被率を定量的に評価する技術（以下，本技術）を

開発した 4)．本技術は，土木工事における緑化のり面の調査効率を大幅に改善し，調査・点検に要する時間や労力

の軽減が期待される．また，定量的な評価結果に基づいた緑化のり面の遠隔臨場の実現，品質管理および検査の高

度化を図ることができる． 

本技術は，2021 年度の国土交通省「建設現場の生産性を飛躍的に向上

するための革新的技術の導入・活用に関するプロジェクト」に採択され，

施工中の緑化のり面（写真－１）で試行した．本稿では，試行を通して

測定した植被率の面的な分布精度や作業の簡便性等について確認を行

い，目視を主体とした現行検査に代わる新たな検査方法，および本技術

によるのり面緑化工の新たな品質管理方法について報告する． 

 

２． 技術概要 

本技術は，マルチスペクトルセンサカメラを搭載したUAVの空撮画像（マルチスペクトル画像）から求める植物

の光反射特性で表現される指数に基づいて，緑化のり面の植被率を定量的に測定するとともに，これを用いてのり

面緑化工の品質管理を行うものである．植物は可視光である赤色の光を吸収する一方，近赤外光は反射している．

NDVI（Normalized Difference Vegetation Index：正規化植生指標）5)は，この特性を加味した植生の活性度の指標のひ

とつであり，リモートセンシング分野・農業分野で広く用いられている 6)．本技術はこうした手法を土木分野のの

評価 施工 3 カ月後の植生の状態 

可 
のり面から 10m離れると，のり面全体が「緑」

に見え，植被率が 70～80％以上である． 

判定 

保留 

1m2あたり 10 本程度の発芽はあるが，生育が

遅い．また植被率が 50～70%程度である． 

不可 
生育基盤が流亡して，植物の成立が見込めな

い．植被率が 50％以下である． 

表－１ 植生工の成績判定の目安 1) 

写真－１ 技術試行の対象のり面 

キーワード：植被率，UAV，リモートセンシング，マルチスペクトルセンサカメラ，NDVI，遠隔臨場 

連絡先 〒182-0036 東京都調布市飛田給 2-19-1 鹿島建設(株)技術研究所 TEL 042-485-1111 
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り面緑化工の品質管理に適用したもので，のり面緑化工の品質管理の高

度化が期待される． 

のり面緑化状況の評価手順は大きく，「現地計測」，空撮画像取得後の

「データ処理」，出力結果に基づいた「評価」と「検査」の段階がある

（図－１）．まず，マルチスペクトルセンサカメラを搭載した UAV で対

象のり面の空撮画像（マルチバンド画像）を取得する．その後，空撮画

像を合成したオルソ画像（幾何補正画像）から，緑化のり面の NDVI の

分布図を作成する．本技術では，植生工の成績判定や植生調査で一般的

な基準となる 1mメッシュあたりのNDVIの集計値を求める．このNDVI

の 1m メッシュの集計値を，独自の植被率評価モデルに入力することで，

測定対象範囲の植被率を面的に評価する．この植被率の評価結果に基づ

いて，のり面緑化状況の定量評価ならびに可視化を行う． 

 

３． 試行概要 

 試行では，岡山県倉敷市の小田川付替え南山掘削他工事（国土交通省

中国地方整備局 高梁川・小田川緊急治水対策河川事務所）の緑化のり

面（厚層基材吹付，写真－１）を対象に本技術を適用し，本技術が緑化

のり面の品質管理の高度化や検査の省力化・効率化に資することを確認

した．併せて，各工程で取得・作成した各種データをデータプラットフ

ォーム（DPF）で共有し，のり面緑化の現行検査に代わって，定量評価

結果に基づいた遠隔臨場による緑化工の検査を試行した．UAV 空撮・植

生調査は，一回目を 2021/10/18-19，二回目を 2021/11/18-19 に実施した．  

(1) 現地計測 

a) UAV 空撮 

マルチバンドオルソ（正射変換）画像，NDVI 等の分布図を作成する

ために，マルチスペクトルセンサカメラを搭載した UAV を用いて空撮

画像を取得した．空撮機材は，ACSL 社 PF2（MicaSense 社 RedEdge-MX

搭載），および DJI 社 P4 Multispectral（写真－２）を使用した． 

最適な空撮・飛行設定の検討，天候や日射角度の差異による影響の排

除のために，空撮機材や条件を変えて複数回の空撮を実施し，それぞれ

で空撮から評価までの一連の工程が完了できることを確認した． 

対象のり面全域を網羅するように空撮範囲を設定し，フロントラップ率 90%以上・サイドラップ率 90％以上，飛

行速度 2～5m/s，撮影頻度 2 秒間隔で航路を作成した（図－２）．のり面の下部から水平高度を一定に飛行，もしく

は相対高度を一定に飛行（のり面に沿って斜めに飛行）させて，カメラ角度俯角 90 度（鉛直）もしくは俯角 45 度

（のり面に対して垂直）でマルチスペクトルセンサ画像を取得した．空撮時の天候条件は弱い風向の晴天もしくは

薄曇り，撮影時間帯は太陽光が対象のり面に入射する時間に実施した．なお，一回目は計 10 回，二回目は計 13 回

の空撮を行った．対象のり面（約 11,000m2）の 1 回の空撮に要した時間は 10～25 分程度であった．  

b) GCP（Ground Control Point；地上基準点）の設置・測量 

オルソ画像の位置精度を確保するために，『UAV を用いた公共測量マニュアル（案）：平成 29 年 3 月』7)に基づ

き，対象のり面の周囲・内部に GCP として対空標識を設置し，各 GCP の位置情報（公共測量座標系）をネットワ

ーク型 RTK-GNSS 受信機（Laica 社 GS18）の VRS（Virtual Reference Station，仮想基準点）方式 8)で測量した． 

図－１ 本技術のフロー 

写真－２ 使用した空撮機材 

RedEdge を搭載した ACSL PF2（上） 

DJI P4Multispectral（下） 
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図－２ UAV 飛行ルートの設定例 （左：水平高度を一定，右：相対高度を一定） 

c) 植生調査 

試行現場の緑化植物の枯れが想定よりも進行していたことから，試行時期にあたる秋季中盤および終盤の植生状

況に合わせた植被率評価モデルを構築するために，現地植生調査を並行して実施した（写真－３）．対象のり面の緑

化施工時期，のり面段数，植生成立状況，優占植物種，植被状況を加味して，21 箇所の調査地点を選定した．調査

地点の選定に際しては，優占種，植生種構成，被度，位置等のタイプ・傾度がばらつくように考慮した． 

植生調査は，各調査地点に 1m 四方の方形区を設置し，1m2 あたりの

植被率，優占種，植生高を記録・計測した．なお，10 月時点で既に枯れ

の進行が著しかったため，植生工の浸食防止，景観保全機能の観点から，

枯死体を含む植被率および緑色の植物（未だ枯れていない個体）のみの

植被率をそれぞれ記録した．調査は，UAV 空撮と並行して 10 月および

11 月の計 2 回，同一箇所で実施した．  

(2) データ処理 

a) オルソ画像合成および NDVI 分布図作成 

2 回の現地計測で取得した空撮画像を用いて，SfM（Structure from 

Motion）でオルソ画像の合成，近赤外域と可視赤域の反射率に基づいた

NDVI の算出および NDVI 分布図の作成を行った．PF2 に搭載した

RedEdge で取得したマルチスペクトルセンサ画像には Agisoft 社

Metashape Pro，P4 Multispectralで取得した画像には Pix4D社Pix4Dmapper

を使用して，SfM 処理により幾何補正された各バンドのオルソ画像を合

成した（図－３）．合成した可視赤域の波長帯の反射率（R）および近赤

外域の波長帯の反射率（NIR）が格納されたオルソ画像を用いて，NDVI

の算出（式－１）5)，および NDVI の分布図ラスタを作成した（図－４）． 

𝑁𝐷𝑉𝐼 =
𝑁𝐼𝑅 − 𝑅

𝑁𝐼𝑅 + 𝑅
   (式 −１) 

NDVI 分布図は数 cm の解像度で NDVI 値が格納された指数値ラスタ

である．これを，GIS を用いて対象のり面を XY 座標平面上で 1m 四方

に分割したメッシュで集計し，1m メッシュ毎の NDVI の平均値，最大

値，最小値およびレンジ値（最大値－最小値の差分）を算出した．なお，

1m 四方で NDVI 値を集計するのは，従来検査で 1m 方形区内の植被率

等の測定が採用されているためである．NDVI 値の集計および 1m メッ

シュ分布図（図－５）の作成には，ESRI 社 ArcGIS Desktop を使用した． 

写真－３ 植生調査の実施 

図－３ オルソ画像例（近赤外域） 

図－４ NDVI 分布図例（10 月試行時） 
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図－５ 1m メッシュ NDVI 布図例 （左：平均値，右：レンジ値） 

b) 植被率評価モデルの構築 

緑化成績判定の基準となる植被率を評価・測定するために，植生調査で記録した植被率と空撮画像から算出した

NDVI 値の対応関係に基づき，秋季中盤および終盤の植生状況に合わせた植被率評価モデルを構築した．なお，試

行現場の植生の枯れ状況等を鑑み，枯れた植物を含む植被率（モデル A），および緑色の植物のみによる植被率（モ

デル B）を推定する 2 つのモデルを構築した．前述の 21 箇所の植生調査地点，および小段やモルタル吹付のり面等

の非植被地から選定した 20 箇所の対照地点を中心に 0.5m バッファ（1m メッシュに近似）を発生させ，バッファ

に内包される NDVI 分布図ラスタのピクセル値の平均値，最大値，最小値，レンジ値（最大値－最小値の差分）を

算出した．これらの NDVI 値を植被率評価モデルの構築に使用した．算出に使用した NDVI 分布図は，2 回の現地

計測で P4 Multispectral の空撮画像から作成した 10 月試行の 4 計測分，11 月試行の 8 計測分を対象とした． 

植生調査で記録した 1m2あたりの枯死体を含む植被率，およびに緑色の植物のみの植被率を，各モデルの目的変

数とした．対照地点については，植被が認められない地点を選定しているため，植被率は 0%として扱った．NDVI

値を説明変数，植生調査で記録した植被率を目的変数に設定し，二項分布を仮定した GLMM で分析し，モデル化し

た．ランダム効果として，データを取得した月を切片，方形区内の優占種および算出基データの違いを係数と切片

に組み込んだ．採用した変数の総組み合わせで AIC（赤池情報量規準），逸脱度の比較によるモデル選択を行った結

果，モデル A およびモデル B ともに，NDVI の平均値とレンジ値を組み込んだモデルが最も説明力が高かったこと

から，植被率評価モデルに採用した（式－２，モデル A とモデル B で各パラメータの数値は異なる）． 

算出した 1m メッシュ当たりの NDVI 値を，上記の植被率評価モデル A および B に入力して，1m メッシュ毎の

枯れを含む植被率および緑色のみの植物による植被率を算出・計測した．植被率算出に際して，回帰係数について

は固定効果のみで計算し，切片については固定効果とデータを取得した月によるランダム効果を用いて計算した．

すなわち，各メッシュの優占種および算出基データの違いは未知の情報，データを取得した月は既知の情報とした．

なお，試行においては，NDVI 値の算出基データによるランダム効果を加味することも可能であるが，他事例に適

用する場合を想定して，未知の情報として扱った． 

𝑓(𝑥𝑗) =∑𝛼𝑖𝑥1

2

𝑖=0

+∑𝛽𝑖𝑥2

2

𝑖=0

+∑𝛾𝑖

3

𝑖=0

      𝑝 =
1

1 + 𝑒𝑓(𝑥𝑗)
   （式－２） 

𝑝：植被率 

𝑥1：0.5m バッファ（≒1m メッシュ）あたりの NDVI の平均値 

𝑥2：0.5m バッファ（≒1m メッシュ）あたりの NDVI のレンジ値 

𝛼0, 𝛽0, 𝛾0：補正後の回帰係数および切片の固定効果 

𝛼1, 𝛽1 , 𝛾1：優占する植物種によって補正される回帰係数および切片値のランダム効果 

𝛼2, 𝛽2, 𝛾2：NDVI 値の算出基データによって補正される回帰係数および切片値のランダム効果 

𝛾3：データを取得した月によって補正される切片値のランダム効果 
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(3) 評価 

NDVI 値を植被率評価モデル（式－２）に入力して，1m メッシュ毎の植被率を評価した．定量評価結果を GIS を

用いて可視化し，対象のり面全域の植被率分布図（図－７，９）および緑化成績判定図（図－８，１０）を全評価

分で作成した．成績判定図では 1m メッシュ毎の植被率 80%以上（図中の凡例色：緑），および植被率 70%以上～

80％未満（黄緑）を「可」判定 1)，植被率 50％以上～70％未満（黄）を「判定保留」1)，植被率 10%以上～50%未満

（赤）を「不可」1)，植被率 10%以下を人工物や地面等にあたる「非植被地」とした． 

 10 月の例示した計測では，未施工面・コンクリート吹付け面を除いた箇所の平均植被率（枯れ含む）は 94.4%

（図－７），植被率が 70%以上で「可」判定となるメッシュの割合は 93.5%となり（図－８），現地の植生状況（図

－６）が反映された結果となった．一方，植物の枯れが進んだ 11 月では，枯れきってしまった箇所もしくは枯れた

植物で上部を覆われてしまった箇所が「不可」もしくは「非植被地」に判定され，「保留」および「不可」判定箇所

が増加した（図－１０）．試行は秋季～晩秋に行ったため，枯れが著しい場合には光合成を殆どしていないため適切

な判定が難しかった．一方で，植物の光合成が旺盛な時期であれば，枯れ等の異常を検出できることになる． 

  

図－６ 対象のり面の植生状況 （RGB オルソ画像 左：10 月試行時，右：11 月試行時） 

  

図－７ 10 月試行時の植被率分布図例 （左：枯れ含む，右：緑色のみ） 

  

図－８ 10 月試行時の緑化成績判定図例 （左：枯れ含む，右：緑色のみ） 
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図－９ 11 月試行時の植被率分布図例 （左：枯れ含む，右：緑色のみ） 

  

図－１０ 11 月試行時の緑化成績判定図例 （左：枯れ含む，右：緑色のみ） 

(4) 検査 

a) データプラットフォームによる試行結果の共有 

現地計測で取得した空撮画像，GCP 情報，植生調査結果，

合成したオルソ画像，NDVI 分布図，植被率分布図，成績

判定結果等の各種データを，クラウドサーバーで関係者と

共有した．試行では，一般に普及しており導入が容易なサ

ービスである Dropbox Business Advanced（Dropbox 社）を

使用した．指定したアカウントのみに対してのみデータの

公開が可能であり，同時にデータの秘匿性に応じたセキュ

リティ，必要に応じた容量設定，大容量のデータを保管・

共有ができる．  

閲覧・確認の簡便化および遠隔臨場による検査の効率化

を図るために，緑化工事の検査の根拠となる植被率の計測

結果および成績判定結果に関連するデータを，Web-GIS ア

プリケーションによる共有を行った．試行では，ArcGIS 

Online（ESRI ジャパン社）の Web-GIS アプリケーションで

ある ArcGIS Web AppBuilder を使用した．複数のデータレ

イヤーを選択して表示でき，任意メッシュのデータ参照が

可能である（図－１１）．スワイプ機能による複数データレ

イヤーの簡便な比較，インフォグラフィック機能による 10 月および 11 月試行時の各のり面の NDVI 平均値・植被

率（図－１２），および対象のり面全域の緑化成績割合の表示を取り入れた． 

図－１１ WebGIS アプリケーション閲覧例① 

任意メッシュのデータ参照 

図－１２ WebGIS アプリケーション閲覧例② 

集計機能による段毎の植被率等の状況比較 
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b) 遠隔臨場によるのり面緑化工検査の試行 

遠隔臨場は，Web 会議シ

ステム等を利用して映像

や音声を共有し，段階確

認，材料確認，立会を行う

もので，導入により移動の

コストと時間の削減が可

能で，建設現場の生産性向

上につなげられる 9)． 

試行で得られた計測結

果とデータプラットフォ

ームに基づいて，遠隔臨場

によるのり面緑化工事の検査を検討・試行した．遠隔臨場の手順として，現地計測のデモンストレーション，試行

で取得・計測・作成したデータの共有・確認，現地の緑化状況のリアルタイム中継を行った（図－１３）．遠隔臨場

の試行は Web 会議システム（Teams）を使用した．クラウドシステムおよび WebGIS アプリケーションを用いて，

試行で取得したデータや計測結果，データプラットフォームの構成等についての説明し，格納されたデータを検査

官を想定した参加者が閲覧した． 

UAV およびウェアラブルカメラによる中継・録画映像により，検査官よる緑化のり面の現況確認を行った．試行

では，計測データおよびデータプラットフォームの閲覧・参照結果に基づいて，検査官から指定される箇所を確認

することを想定した．高所・急傾斜地は，UAV（ACSL PF2）を対象箇所に安全な距離で接近させた上で，搭載した

カメラ（UMC-R10C）でズームした映像をリアルタイムに中継・共有した（写真－４）．施工者等が安全にアクセス

が可能な箇所は，ウェアラブルカメラを用いて緑化のり面の近接映像を事前に録画し，遠隔臨場試行時に共有した

（写真－４）．これらにより，緑化のり面の詳細な状況を参加者が確認・把握することができた． 

本技術で測定された植被率と緑化成績判定，その結果を可視化したことで，定量的な評価に基づいた検査を行う

ことができた．試行では，補助的にのり面緑化状況のリアルタイム中継等を実施したが，実際に運用していく上で

は，検査の前に取得した写真や映像で代替することで，さらなる検査の短縮や労力の低減を図ることができる． 

  

写真－４ 遠隔臨場時の緑化のり面の中継・共有 （左：UAV，右：ウェアラブルカメラ） 

カラーコーンを指定箇所と想定して緑化状況を中継 

４． 試行のまとめ 

 試行を通して，定性的で局所的な評価しかできなかった従来手法に比べ，本技術では一度に広範囲の成績判定を

定量的に行うことが可能となり，効率的かつ高度な品質管理に貢献できる（図－１４）．現行の検査基準は，目視に

よる曖昧かつ主観を伴うのに対し，緑化の成立状況を定量的に測定・評価ができる．個人の見解の相違を排除し，

熟練検査員が不在でも適切な判定ができるため，データに基づいた遠隔地での検査が可能となる．  

図－１３ 遠隔臨場によるのり面緑化工事の検査の試行概要 
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また，一度に大面積の緑化状況の把

握，可否判定が可能となるため，調査・

検査・点検にかかるコスト（労力・工期）

を低減できる．検査のための事前調査が

省略され，UAV 空撮（GCP の設置・測

量含む）のみになり，現場での作業時間

が大幅に短縮されるほか，遠隔臨場によ

り，現場への移動時間（発注者）や検査

時の場内移動・検査地点間の移動が短縮

される． 

現行の調査・検査立会に比べて，のり面小段等の高所・傾斜地等の危険個所に立ち入る頻度・時間が縮減される

ため，転落防止等の安全性向上が図れる．また，施工後養生期間中も状態の把握が簡便に行えるため，緑化成立が

遅れている部分等事前に確認し，集中的な養生管理により，手直し工事等を低減できる．工事完了後には，本技術

での緑化状況モニタリングや生育不良地の抽出等も可能のため，維持管理段階においても適用・展開が，副次的な

効果としても期待できる． 

 

５． おわりに 

UAV を活用し，法面の植被率の定量的な評価成績判定の推定ができる本技術は，調査・点検に労力を要するよう

な長大なのり面でも簡易に適用でき，基準の曖昧さの排除，調査効率の大幅な改善等に貢献する．一方で，適用時

期や天候条件が限定されることや機材等によって評価結果に差異が生じることが明確になった．試行の結果を踏ま

え，今後も汎用性と精度等の向上を図り，問題点の是正や運用方法の改善を目指す．緑化工における手直し工事の

低減，竣工時の発注者・施工者ともに共通の認識の上に立って判定できるシステムとして標準化し，本技術の普及・

社会実装に努めていく． 
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図－１４ 本技術による品質の確保・向上に関する効果 
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